
資料２の①

地裁 新受件数 地裁 新受件数 地裁 新受件数

東京 426 名古屋 59 仙台 24

横浜 70 津 31 福島 12

さいたま 50 岐阜 33 山形 3

千葉 60 福井 13 盛岡 11

水戸 25 金沢 9 秋田 12

宇都宮 17 富山 6 青森 10

前橋 24

静岡 26 広島 23 札幌 23

甲府 16 山口 11 函館 1

長野 8 岡山 17 旭川 3

新潟 10 鳥取 8 釧路 4

松江 4

大阪 122 高松 14

京都 33 福岡 44 徳島 23

神戸 42 佐賀 5 高知 20

奈良 21 長崎 11 松山 10

大津 14 大分 24

和歌山 10 熊本 21

鹿児島 11

宮崎 11

那覇 10 全体 1495

庁別　行政事件新受件数（平成１３年・地裁第一審）　

〈最高裁行政局調べ〉



資料２の②

地裁 部の数

東京 ３か部

横浜 １か部

さいたま １か部

千葉 １か部

大阪 ２か部

京都 １か部

神戸 １か部

名古屋 １か部

＊東京地裁のうち２か部が専門部であり，残り１か部
及び他庁は，いずれも行政事件のほか民事一般事件
も併せて担当している集中部である。

行政事件を専門的・集中的に取り扱う部の設置状況（平成１４年）



資料２の③

原告原告住所地以外の地裁に提訴
## 54

＊平成１４年７月１から９月３０日までに全国の地裁で受理された行政事件（総数；３６７件，原
告住所地が不明なものを除く。）について分類したもの

原告住所地と提訴裁判所との関係

313

54

（８５．３％）

（１４．７％）

原告住所地の地裁に提訴

原告住所地以外の地裁に提訴

〈最高裁行政局調べ〉



資料２の④

事件の種類 件数

住民訴訟 79

国税 44

地方税 22

情報公開（地方公共団体） 21

住民基本台帳法に関するもの 17

出入国管理・難民認定法関係 12

地方公務員に関するもの 10

労働者災害補償等 10

情報公開（国の機関） 8

自動車運転免許等に関するもの 7

在監者の処遇等に関するもの 7

土地区画整理事業に関するもの 7

国家公務員に関するもの 6

社会保険 6

営業の許認可に関するもの 6

その他 51

313

＊平成１４年７月１日から９月３０日までに全国の地裁で受理された
行政事件で，原告住所地の地裁に提訴された事件種類の内訳

　　　　　原告住所地の地裁に提訴された行政事件の種類の内訳

〈最高裁行政局調べ〉



資料２の⑤

事件の種類 件数

出入国管理・難民認定法関係 12

社会保険 8

救済命令取消（中労委） 5

地方税 4

労働者災害補償等 4

情報公開（国の機関） 2

自動車運転免許等に関するもの 2

地方公務員に関するもの 2

都市計画事業に関するもの 2

土地区画整理事業に関するもの 2

その他 11

54

＊平成１４年７月１日から９月３０日までに全国の地裁で受理された
行政事件で，原告住所地以外の地裁に提訴された事件種類の内訳

原告住所地以外の地裁に提訴された行政事件の種類の内訳

〈最高裁行政局調べ〉


